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助　

成　

業　

務

助
成
業
務
で
は
、
補
助
事
業
、
貸
付
事
業
、

受
配
者
指
定
寄
付
金
事
業
、
学
術
研
究
振
興

基
金
事
業
、
経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業
、

助
成
事
業
の
六
つ
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

平
成
二
十
二
年
度
の
助
成
勘
定
に
お
け
る

損
益
の
状
況
は
図
１
の
と
お
り
で
、三
億
八
、

七
〇
〇
万
円
の
利
益
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

補
助
事
業

― 

六
二
三
法
人
に
三
、
二
二
一
億
八
、
二
〇

〇
万
円
を
交
付
―

国
か
ら
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の
交

付
を
受
け
、
こ
れ
を
財
源
と
し
て
、
大
学
等

を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
に
補
助
金
を
交

付
し
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
補
助
事
業
計
画
三
、
二
二

一
億
八
、
二
〇
〇
万
円
に
対
し
、
同
額
を
六

二
三
法
人
、
八
七
八
校
に
交
付
し
ま
し
た
。

※ 

補
助
事
業
の
詳
細
は
、
本
誌
四
月
号
（
Ｖ

Ｏ
Ｌ
．
一
六
〇
）
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

貸
付
事
業

―
七
〇
一
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
を
貸
付
―

学
校
法
人
等
に
対
し
、
設
置
す
る
私
立
学

校
の
施
設
設
備
等
に
要
す
る
資
金
、
そ
の
他

経
営
に
必
要
な
資
金
に
つ
い
て
貸
付
け
を

行
っ
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
額
九
〇
〇

億
円
に
対
し
、貸
付
実
績
額
は
七
〇
一
億
三
、

九
七
〇
万
円
で
し
た
。
貸
付
金
の
財
源
は
、

財
政
融
資
資
金
三
二
六
億
円
、
長
期
勘
定
借

入
金
一
四
〇
億
円
、
私
学
振
興
債
券
八
〇
億

円
、
貸
付
回
収
金
等
一
五
五
億
三
、
九
七
〇

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
年

度
末
の
貸
付
金
残
高
は
六
、
一
七
七
億
七
、

六
三
九
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

受
配
者
指
定
寄
付
金
事
業

― 

寄
付
金
一
三
六
億
一
、
五
〇
〇
万
円
を
受
入
―

私
立
学
校
の
教
育
と
研
究
の
振
興
の
た
め

に
企
業
等
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
こ
れ

を
寄
付
者
が
指
定
し
た
学
校
法
人
に
配
付
し

て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
受
入
計
画
額
一
六
〇
億
円

に
対
し
、
受
入
実
績
額
は
一
三
六
億
一
、
五

三
三
万
円
で
し
た
。
こ
れ
に
、
前
年
度
か
ら

の
繰
越
額
を
加
え
た
二
三
二
億
六
、
一
九
六

万
円
が
学
校
法
人
に
対
す
る
配
付
の
財
源
と

な
り
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、
寄
付
金
の
配

付
実
績
額
は
一
二
六
億
三
、
〇
五
六
万
円
と

な
り
、
財
源
と
の
差
額
一
〇
六
億
三
、
一
四

〇
万
円
を
次
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。
こ

の
寄
付
金
の
繰
り
越
し
は
、
年
度
末
に
受
け

入
れ
た
寄
付
金
の
配
付
が
翌
年
度
以
降
と

な
っ
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

平
成
二
十
二
年
度

私
学
事
業
団
の
業
務
報
告
及
び
決
算

私
学
事
業
団
の
助
成
業
務
と
共
済
業
務
に
お
け
る
平
成
二
十
二
年
度
の
業
務
報
告
及
び
決
算
の

状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。
な
お
、
決
算
は
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
後
、
官
報
に
公
告
し
、

ま
た
、
本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
財
務
情
報
」（http://w

w
w
.shigaku.go.jp/g_zaim

ujyoho.
htm

）
に
掲
載
し
ま
す
。
詳
し
い
内
容
に
つ
い
て
は
官
報
又
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

表１　学校種別の補助金交付状況

区　分 学　校
総　数

交　付
学校数

補助金
総　額

補助金の平均額

１　校
当たり

学生１人
当たり

校 校 百万円 百万円 千円

大　　学 597 549 296,922 541 162

短期大学 370 326 24,703 76 176

高等専門
学　　校 3 3 557 186 293

計 970 878 322,182 367 163

表２　貸付事業実績

区　　分
貸　付　実　績

件　数 金　額

件 百万円

一 般 施 設 費 119 47,516

教育環境整備費 11 7,266

災 害 復 旧 費 1 10

公 害 対 策 費 1 38

特 別 施 設 費 6 15,310

合　　計 138 70,140

表３　寄付金の受け入れ・配付状況
区　　分 実　績　額

百万円
前　年　度　繰　越　金　（A） 9,647

受　入　額
一　般　寄　付 13,581
現 　 物　寄　付 34

計 　　（B） 13,615
合　　　計　　　　　（A）+（B）=（C） 23,262

配　付　額
一 般 寄 付 12,596
現 物 寄 付 34

計 　　（D） 12,631 
翌　年　度　繰　越　金　（C）‒（D） 10,631

※ 百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一
致しないことがある。

図１　助成勘定の損益状況（単位：億円）

その他　25 収益　3,498

補助金等収益
3,222

当期総利益　4
一般管理費　1  

貸倒引当金繰入　3 
費用　3,498

交付補助金
3,222

借入金
利息
91

貸付金利息
123

寄附金収益
128

配付寄附金
126
人件費　9 
その他　42
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学
術
研
究
振
興
基
金
事
業

― 
九
一
研
究
に
一
億
三
、
〇
〇
〇
万
円
交
付
―

学
術
研
究
振
興
基
金
に
広
く
一
般
か
ら
寄

付
金
を
受
け
入
れ
、
そ
の
基
金
運
用
益
を
学

術
研
究
振
興
資
金
と
し
て
私
立
大
学
等
の
優

れ
た
学
術
研
究
に
交
付
し
て
い
ま
す
。

学
術
研
究
振
興
基
金
の
二
十
二
年
度
の
受

入
計
画
額
六
〇
〇
万
円
に
対
し
、
受
入
実
績

額
は
八
三
一
万
円
で
し
た
。
昭
和
五
十
年
度

創
設
の
本
基
金
の
二
十
二
年
度
末
保
有
額
は

五
三
億
八
、三
〇
九
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

学
術
研
究
振
興
資
金
の
二
十
二
年
度
の
交
付

計
画
額
は
一
億
三
、
〇
〇
〇
万
円
で
、
こ
れ

に
対
し
て
交
付
実
績
額
は
九
一
研
究
に
同
額

を
交
付
し
ま
し
た
。

経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業

―
私
学
リ
ー
ダ
ー
ズ
セ
ミ
ナ
ー
開
催
―

① 　

私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関

す
る
情
報
収
集
・
提
供

「
学
校
法
人
基
礎
調
査
」
等
に
よ
り
学
校

法
人
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す
る
情
報

収
集
を
行
い
、
学
校
法
人
及
び
関
係
者
に
対

し
情
報
を
提
供
し
ま
し
た
。

二
十
二
年
度
は
、
大
学
・
短
期
大
学
法
人

の
理
事
長
、
学
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
を
対
象
と

し
て
、
経
営
面
・
教
学
面
の
知
識
を
深
め
、

改
革
に
向
け
た
意
欲
形
成
を
図
る
た
め
の
私

学
リ
ー
ダ
ー
ズ
セ
ミ
ナ
ー
を
全
国
七
会
場
で

開
催
し
ま
し
た
。

ま
た
、
私
立
学
校
へ
赴
き
教
育
・
経
営
改

革
の
事
例
を
取
材
し
て
「
大
学
・
短
期
大
学

の
経
営
基
盤
強
化
事
例
集
」
等
を
発
刊
し
ま

し
た
。

そ
の
他
、
全
国
の
私
立
学
校
の
財
政
状
況

を
集
計
し
た
「
今
日
の
私
学
財
政
（
大
学
・

短
期
大
学
編
）」
他
を
発
行
し
ま
し
た
。

② 　

私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関

す
る
調
査
・
研
究
、
指
導
・
助
言

学
校
法
人
の
依
頼
に
応
じ
て
、
経
営
改
善

計
画
の
作
成
支
援
、
学
生
募
集
、
人
件
費
削

減
等
の
経
営
上
の
諸
課
題
に
つ
い
て
分
析
資

料
を
提
供
し
た
上
で
、
学
校
法
人
の
役
員
・

教
職
員
と
本
事
業
団
の
職
員
が
意
見
交
換
を

行
う
面
談
形
式
の
経
営
相
談
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
経
営
相
談
以
外
に
も
会
計
処
理
等

の
質
問
や
財
務
分
析
等
の
簡
易
な
要
望
事
項

に
対
し
て
電
話・メ
ー
ル
等
で
対
応
し
ま
し
た
。

二
十
二
年
度
は
、
学
校
法
人
自
ら
経
営
悪

化
の
兆
候
の
早
期
発
見
の
た
め
に
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
上
に
公
表
し
て
い
る
「
自
己
診
断

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
の
利
用
方
法
を
解
説
し

た
「
自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
方

法
」
を
エ
ク
セ
ル
版
で
作
成
し
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
公
表
し
ま
し
た
。

助
成
事
業
等

―
一
億
円
を
私
学
研
修
福
祉
会
へ
助
成
―

助
成
勘
定
の
前
年
度
利
益
金
を
財
源
と
し

て
、
私
立
学
校
教
職
員
の
資
質
の
向
上
を
図

る
た
め
に
財
団
法
人
私
学
研
修
福
祉
会
が
行

う
研
修
事
業
に
対
す
る
助
成
金
の
交
付
、
及

び
私
立
学
校
教
職
員
の
福
利
厚
生
の
充
実
を

図
る
た
め
に
本
事
業
団
の
長
期
給
付
事
業

（
既
年
金
者
年
金
増
額
費
及
び
長
期
給
付
整

理
資
源
）
を
対
象
と
し
て
長
期
勘
定
へ
の
繰

り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
計
画
額
は
、
助
成
金
の
交

付
七
、
〇
〇
〇
万
円
、
長
期
勘
定
へ
の
繰
り

入
れ
三
、
五
〇
〇
万
円
で
あ
り
、
こ
れ
に
対

し
て
助
成
金
の
交
付
実
績
は
一
億
円
、
長
期

勘
定
へ
の
繰
り
入
れ
実
績
は
七
、
〇
〇
〇
万

円
で
し
た
。

表４　学術研究振興資金　分野別交付状況
分　野 件数 交付額 分　野 件数 交付額

件 千円 件 千円

原 子 力 学 0 0 法 学 2 2,800

医 学 22 49,200 経 済 学 6 7,500

環 境 科 学 3 6,500 家 政 学 3 3,800

理 学 4 5,900 体 育 学 2 4,200

工 学 5 13,500 教 育 学 3 1,600

農 学 3 5,700 若手研究者
奨 励 金 21 10,500

文 学 17 18,800 合　計 91 130,000

表５　助成金の交付状況

区　　分 金　　額

千円

助 成 金 100,000

表６　長期勘定への繰入状況

区　　分 金　　額

千円

長 期 勘 定 へ 繰 入 70,000

22年度に発行した刊行物
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共　

済　

業　

務

共
済
業
務
で
は
、
短
期
給
付
事
業
・
長
期

給
付
事
業
及
び
福
祉
事
業
（
保
健
・
医
療
・

宿
泊
・
貯
金
・
貸
付
の
各
事
業
）
の
三
つ
の

事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

加
入
者
数
・
標
準
給
与
・
標
準
賞
与

平
成
二
十
二
年
度
末
の
加
入
者
数
は
五
〇

九
、
八
五
四
人
と
な
り
、
表
１
の
と
お
り
、

前
年
度
末
よ
り
六
、
五
六
一
人
増
加
し
ま
し

た
。掛

金
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
標
準
給
与
の

平
均
月
額
及
び
標
準
賞
与
の
平
均
年
額
は
、

そ
れ
ぞ
れ
表
２
、
３
の
と
お
り
で
す
。

短
期
給
付
事
業

―
介
護
分
掛
金
率
を
引
き
上
げ
ま
し
た
―

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
病
気
や
ケ
ガ
・
出

産
・
死
亡
・
休
業
・
災
害
な
ど
に
か
か
る
給

付
の
ほ
か
、
介
護
保
険
制
度
に
か
か
る
介
護

納
付
金
や
高
齢
者
医
療
制
度
に
か
か
る
支
援

金
な
ど
の
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
給
付
費
は
一
、
一
八
五
億

円
で
、
前
年
度
よ
り
約
四
・
九
％
増
加
し
ま

し
た
。
ま
た
、
介
護
納
付
金
が
増
額
に
な
っ

た
こ
と
に
伴
い
、
二
十
二
年
度
は
介
護
分
掛

金
率
を
〇
・
〇
七
五
ポ
イ
ン
ト
引
き
上
げ
、

〇
・
九
一
八
％
に
改
定
し
ま
し
た
。

長
期
給
付
事
業

―
年
金
者
数
は
三
七
万
人
―

退
職
共
済
年
金
・
障
害
共
済
年
金
・
遺
族

共
済
年
金
な
ど
の
給
付
の
ほ
か
、
基
礎
年
金

拠
出
金
な
ど
の
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
給
付
費
は
二
、
六
七
一
億

円
、
年
度
末
の
年
金
者
数
は
三
七
〇
、
四
二

〇
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

二
十
年
度
に
発
生
し
た
世
界
的
な
金
融
危

機
の
影
響
を
受
け
運
用
環
境
が
悪
化
し
、
過

去
二
年
は
損
失
金
を
計
上
し
ま
し
た
が
、
景

気
の
緩
や
か
な
回
復
傾
向
に
伴
い
、
三
年
ぶ

り
に
一
〇
億
円
の
利
益
金
を
計
上
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
将
来
の
年
金
支
給
の
た
め
に

積
み
立
て
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※ 

年
金
積
立
金
の
運
用
結
果
は
、
十
二
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

そ
の
他
事
務
費
な
ど

―
国
庫
補
助
は
三
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
―

短
期
給
付
事
業
と
長
期
給
付
事
業
の
事
務

に
要
す
る
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

収
益
は
五
〇
億
円
と
な
り
、
そ
の
う
ち
国

庫
補
助
金
と
し
て
三
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
が

補
助
さ
れ
ま
し
た
。

短
期
給
付
や
長
期
給
付
の
決
定
、
加
入
者

の
資
格
の
取
得
・
喪
失
・
標
準
給
与
の
決
定

や
掛
金
額
の
調
定
な
ど
の
事
務
に
要
す
る
費

用
は
四
〇
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

表２　標準給与平均月額
21年度末 22年度末 対前年度増△減

金額 伸び率

379,444円 378,776円 △668円 △0.18％

表１　加入者数
21年度末 22年度末 対前年度増△減

人数 伸び率

503,293人 509,854人 6,561人 1.30％

表３　標準賞与平均年額

21年度末 22年度末
対前年度増△減

金額 伸び率

1,435,440円 1,403,232円 △32,208円 △2.24％

＊年度末者にかかる当年度内に支給された標準賞与の総額を年度末者数で除して
得た数値です。

支払準備金戻入・
その他 100

介護掛金収入 160

支援金等 701
介護納付金 162

収益
2,204

当期総利益 56

費用
2,148

支払準備金繰入・その他 100

掛金収入 1,944

給付費 1,185

図１　短期給付事業の損益状況（単位：億円）

交付金・その他 114

給付費 2,671

収益
5,061

費用
5,051

掛金収入 3,420

補助金 1,099

拠出金 2,241

当期総利益 10

その他 139

運用収入 428

図２　長期給付事業の損益状況（単位：億円）

費用
40

当期総利益 10

一般管理経費・その他 24

補助金・その他 4

収益
50 掛金収入 46

人件費 16

図３　その他事務費等の損益状況（単位：億円）
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保
健
事
業

―
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
実
施
―

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
健
康
の
保
持
増
進

を
目
的
に
、
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指

導
、
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
、
契
約
施

設
の
割
引
事
業
な
ど
の
保
健
事
業
を
行
っ
て

い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
保
健
事
業
費
は
二
六
億
円

で
し
た
。
そ
の
う
ち
主
な
も
の
は
人
間
ド
ッ

ク
利
用
費
用
補
助
で
、
保
健
事
業
費
の
約
五

七
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
特
定
健
康

診
査
等
の
給
付
費
に
二
億
九
、〇
〇
〇
万
円
、

医
療
経
理
と
宿
泊
経
理
へ
の
繰
入
金
に
三
三

億
円
支
出
し
て
い
ま
す
。

※ 

福
祉
分
の
掛
金
収
入
は
保
健
経
理
で
受
け

入
れ
、
医
療
経
理
・
宿
泊
経
理
へ
資
金
の

繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

医
療
事
業

―
入
院
・
外
来
と
も
利
用
者
数
は
増
加
―

東
京
臨
海
病
院
を
運
営
し
て
い
ま
す
。

二
十
二
年
度
の
利
用
状
況
は
、
入
院
が
一

〇
一
、
五
五
三
人
（
対
前
年
度
比 

二
・
四
％

増
）、
外
来
が
二
二
二
、
五
〇
〇
人
（
対
前

年
度
比 

七
・
一
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

収
益
は
、
医
療
事
業
収
入
が
患
者
数
の
増

加
な
ど
か
ら
前
年
度
よ
り
八
億
円
増
加
し
、

八
九
億
円
と
な
り
、
費
用
は
、
患
者
数
増
加

に
よ
る
医
療
事
業
費
の
増
加
な
ど
か
ら
前
年

度
よ
り
四
億
円
増
加
し
て
一
〇
〇
億
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

宿
泊
事
業

―
加
入
者
の
た
め
の
直
営
施
設
を
運
営
―

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
や
宿
泊
所
・
保
養
所
を

全
国
一
六
か
所
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

宿
泊
事
業
収
入
は
利
用
人
数
の
減
少
な
ど

か
ら
前
年
度
よ
り
四
億
円
減
少
し
て
九
三
億

円
、宿
泊
事
業
費
は
経
費
節
減
な
ど
か
ら
六
、

〇
〇
〇
万
円
減
少
し
て
四
三
億
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

貯
金
事
業

―
三
事
業
と
も
加
入
者
数
は
増
加
―

積
立
貯
金
、
積
立
共
済
年
金
及
び
共
済
定

期
保
険
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

積
立
貯
金
の
年
度
末
の
加
入
者
は
一
七

七
、
九
八
四
人
、
貯
金
残
高
は
八
、
五
五
二

億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
積
立
共
済
年
金
の

加
入
者
は
三
三
、
二
一
二
人
、
共
済
定
期
保

険
の
加
入
者
は
五
七
、
七
〇
七
人
と
な
っ
て

い
ま
す
。

損
益
状
況
は
、
三
六
億
円
の
利
益
金
を
計

上
し
ま
し
た
。

貸
付
事
業

―
貸
付
残
高
は
七
九
一
億
円
―

二
十
二
年
度
の
加
入
者
貸
付
の
決
定
件
数

は
五
、
九
六
八
件
（
対
前
年
度
比
五
九
一
件

減
）、
決
定
金
額
は
一
一
四
億
円
（
対
前
年

度
比
一
五
億
円
減
）
と
、
件
数
・
金
額
と
も

減
少
し
ま
し
た
。

ま
た
、
新
規
決
定
の
貸
付
け
よ
り
も
償
還

さ
れ
る
金
額
が
上
回
っ
た
た
め
に
、
年
度
末

の
貸
付
残
高
は
前
年
度
末
よ
り
も
八
二
億
円

減
少
し
、
七
九
一
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

損
益
状
況
は
、
一
億
円
の
利
益
金
を
計
上

し
ま
し
た
。

平
成
二
十
三
年
度
変
更
予
算
の
認
可

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
宮
城
会
館
「
仙

台
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
」
は
、
建
物
等
に
甚

大
な
被
害
を
受
け
ま
し
た
。
宮
城
会
館
は

東
北
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
私
学
振
興
の
拠

点
で
あ
り
、
早
期
に
修
繕
を
行
う
必
要
か

ら
、
そ
の
修
繕
費
用
に
充
て
る
た
め
、
保

健
経
理
か
ら
宿
泊
経
理
に
対
し
、
臨
時
繰

り
入
れ
を
行
う
こ
と
と
し
ま
し
た
。
こ
の

変
更
予
算
に
つ
い
て
、
二
十
三
年
六
月
二

十
日
に
開
催
さ
れ
た
共
済
運
営
委
員
会
で

承
認
さ
れ
、
六
月
二
十
七
日
に
文
部
科
学

大
臣
か
ら
認
可
を
受
け
ま
し
た
。

その他 3

その他 11

当期総利益 3

収益
73

　繰入金 33　費用70 保健事業費 26

人間ドック利用費用補助 14.7
特定健診等給付費   2.9

掛金収入 70

図４　保健事業の損益状況（単位：億円）

業務経費 22

収益
106

費用
100

医療事業収入 89

人件費 39

保健経理からの受入金 15
その他 2

医療事業費 24

当期総利益 6

減価償却費・その他 15

図５　医療事業の損益状況（単位：億円）

保健経理からの受入金 18

費用
123 業務経費 37

人件費 24

宿泊事業費 43

当期総損失 5

その他 7

宿泊事業収入 93収益
118

減価償却費・その他 19

図６　宿泊事業の損益状況（単位：億円）
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一　

は
じ
め
に

　

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー
で
は
、
平
成
二

十
三
年
度
学
校
法
人
基
礎
調
査
か
ら
、
私
立

大
学
及
び
短
期
大
学
の
入
学
志
願
動
向
を
集

計
し
ま
し
た
。
結
果
は
「
平
成
二
十
三
年
度

私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願
動
向
」

に
ま
と
め
、
七
月
下
旬
に
各
学
校
法
人
に
送

付
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
二
十
二
年
度
と
二
十
三
年
度

の
志
願
倍
率
（
志
願
者
／
入
学
定
員
）
と
入

学
定
員
充
足
率
（
入
学
者
／
入
学
定
員
）
の

状
況
、
学
校
所
在
地
の
地
域
別
の
動
向
、
最

近
十
年
間
の
定
員
割
れ
状
況
を
ま
と
め
ま
し

た
。

　

通
信
教
育
と
学
生
募
集
を
停
止
し
た
学

校
・
学
部
・
学
科
は
除
い
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
詳
し
く
は
本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（http://w

w
w
.shigaku.go.jp/files/

nyuugaku shigan_2011.pdf

）
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。二　

大
学
の
概
況
（
表
１
）

　

二
十
三
年
度
の
集
計
学
校
数
は
五
七
二
校

と
、
前
年
度
よ
り
三
校
増
加
し
ま
し
た
。

　

前
年
度
に
比
べ
て
志
願
者
数
は
約
三
万

二
、
〇
〇
〇
人
、
受
験
者
数
は
約
二
万
八
、

四
〇
〇
人
増
加
し
ま
し
た
。
ま
た
、
入
学
定

員
の
約
二
、
二
〇
〇
人
の
増
加
に
対
し
、
入

学
者
数
は
約
七
、一
〇
〇
人
減
少
し
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、入
学
定
員
充
足
率
は
一
〇
六
・

三
九
％
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
二
・
〇

九
ポ
イ
ン
ト
下
降
し
ま
し
た
。

○
地
域
別
の
動
向
（
表
２
）

　

前
年
度
と
比
較
し
て
、
千
葉
、
東
海
の
地

域
で
志
願
倍
率
と
入
学
定
員
充
足
率
が
と
も

に
上
昇
し
、
北
陸
と
近
畿
に
お
い
て
は
志
願
倍

率
が
大
き
く
上
昇
し
、
四
国
に
お
い
て
は
入

学
定
員
充
足
率
が

上
昇
し
ま
し
た
。

○ 

定
員
割
れ
状
況

（
図
１
）

　

最
近
十
年
の
状

況
を
見
る
と
、
十

四
年
度
は
、
入
学

定
員
充
足
率
が
一

〇
〇
％
未
満
の
学

校
は
一
四
四
校

で
、全
体
の
二
八
・

三
％
の
割
合
で
し

た
。
そ
の
後
、
十

八
歳
人
口
の
減
少

や
大
学
数
の
増
加

（表１）　大学の概況
区　　　分 22年度 23年度 増　減
集計学校数 569校 572校 3校

入 学 定 員 450,816人 452,997人 2,181人
（0.5%）

志　願　者 3,178,078人 3,210,059人 31,981人
（1.0%）

受　験　者 3,062,895人 3,091,332人 28,437人
（0.9%）

合　格　者 1,054,804人 1,079,522人 24,718人
（2.3%）

入　学　者 489,030人 481,955人 △7,075人
（△1.4%）

志 願 倍 率 7.05倍 7.09倍 0.04ポイント
合　格　率 34.44% 34.92% 0.48ポイント
歩　留　率 46.36% 44.65% △1.71ポイント
入学定員充足率 108.48% 106.39% △2.09ポイント
※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

（表２）　大学地域別の動向

区　分 集計学校数 志願倍率 入学定員充足率
22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度

北海道 校 校 倍 倍 ％ ％
23 23 2.95 2.97 100.12 96.55

東　北
（宮城を除く） 21 21 2.09 2.16 86.85 82.22

宮　城 11 11 3.78 3.66 113.62 110.55
関東（埼玉・千葉・
東京・神奈川を除く） 22 22 3.31 3.58 107.16 104.73

埼　玉 27 27 4.12 3.71 113.67 108.36

千　葉 26 26 3.31 3.66 99.08 100.92

東　京 111 110 10.02 10.01 114.16 111.99

神奈川 22 23 4.62 4.83 107.01 105.01

甲信越 21 21 2.06 2.13 100.34 96.99

北　陸 11 11 3.03 3.54 102.15 98.52
東　海

（愛知を除く） 22 22 2.62 2.98 96.22 97.29

愛　知 41 41 6.03 6.39 108.58 107.04
近畿（京都・大阪・
兵庫を除く） 11 11 3.61 4.55 99.59 98.51

京　都 24 25 9.71 9.15 108.29 106.77

大　阪 47 48 7.99 8.20 108.80 107.09

兵　庫 31 32 6.94 6.74 102.47 101.08
中　国

(広島を除く） 22 22 2.50 2.74 97.80 95.47

広　島 15 15 3.30 3.46 98.88 97.71

四　国 7 7 2.96 2.74 85.22 87.74
九　州

（福岡を除く） 28 28 2.27 2.31 96.78 96.69

福　岡 26 26 5.87 5.66 114.85 107.00

合　計 569 572 7.05 7.09 108.48 106.39

年　度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

100%以上の学校数 364 374 378 382 329 337 299 305 351 349

100%未満の学校数 144 147 155 160 221 222 266 265 218 223

（うち50%未満の学校数） 13 17 15 17 20 17 29 31 13 16

(100%未満の割合） 28.3% 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1% 46.5% 38.3% 39.0%

合　計 508 521 533 542 550 559 565 570 569 572

（図１）　最近10年の定員割れ状況（大学）
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な
ど
に
よ
り
、
一
〇
〇
％
未
満
の
学
校
数
は

増
加
傾
向
を
示
し
て
お
り
、二
十
三
年
度
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
五
校
増
加
し
、
二
二
三
校

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
全
体
に
占
め
る
割

合
も
前
年
度
に
比
べ
て
〇
・
七
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
、
三
九
・
〇
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
五
〇
％
未
満
の
学
校
数
は
十
六
校

と
な
り
、
前
年
度
の
十
三
校
か
ら
三
校
増
加

し
ま
し
た
。

　

大
学
院
の
概
況
は
、表
３
の
と
お
り
で
す
。

三　

短
期
大
学
の
概
況
（
表
４
）

　

二
十
三
年
度
の
集
計
学
校
数
は
三
三
八
校

で
、
前
年
度
よ
り
六
校
減
少
し
ま
し
た
。

　

前
年
度
に
比
べ
て
入
学
定
員
及
び
志
願
者

数
は
約
二
、
八
〇
〇
人
、
受
験
者
数
は
約
三
、

〇
〇
〇
人
、
入
学
者
数
は
約
三
、
四
〇
〇
人

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
八
九
・

六
〇
％
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
一
・
二

七
ポ
イ
ン
ト
下
降
し
ま
し
た
。

○
地
域
別
の
動
向
（
表
５
）

　

前
年
度
と
比
較
し
て
、
東
海
、
近
畿
、
中

国
の
地
域
で
志
願
倍
率
と
入
学
定
員
充
足
率

が
と
も
に
上
昇
し
、
北
海
道
、
東
北
、
南
関

東
、
東
京
の
地
域
で
志
願
倍
率
が
上
昇
し
ま

し
た
。
ま
た
、
京
都
・
大
阪
の
地
域
で
入
学

定
員
充
足
率
が
上
昇
し
ま
し
た
。

○
定
員
割
れ
状
況
（
図
２
）

　

最
近
十
年
の
状
況
を
見
る
と
、
十
年
前
の

十
四
年
度
は
、
入
学
定
員
充
足
率
が
一
〇

〇
％
未
満
の
学
校
は
二
〇
九
校
で
、
全
体
の

四
八
・
〇
％
の
割
合
で
し
た
。
そ
の
後
、
一

〇
〇
％
未
満
の
学
校
数
は
減
少
し
た
も
の
の

十
八
年
度
か
ら
増
加
に
転
じ
、
二
十
三
年
度

は
、
前
年
度
に
比
べ
て
十
校
増
加
し
、
二
二

五
校
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
全
体
に
占
め

る
割
合
も
前
年
度
に
比
べ
て
四
・
一
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
、
六
六
・
六
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
五
〇
％
未
満
の
学
校
数
は
前
年
度

と
同
数
で
あ
る
一
六
校
と
な
り
ま
し
た
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー

☎
〇
三（
三
二
三
〇
）七
八
四
四
・
七
八
四
五

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

（表４）　短期大学の概況
区　　　分 22年度 23年度 増　減
集計学校数 344校 338校 △6校

入 学 定 員 75,166人 72,394人 △2,772人
（△3.7%）

志　願　者 105,458人 102,688人 △2,770人
（△2.6%）

受　験　者 103,552人 100,567人 △2,985人
（△2.9%）

合　格　者 84,222人 79,819人 △4,403人
（△5.2%）

入　学　者 68,305人 64,863人 △3,442人
（△5.0%）

志 願 倍 率 1.40倍 1.42倍 0.02ポイント
合　格　率 81.33% 79.37% △1.96ポイント
歩　留　率 81.10% 81.26% 0.16ポイント
入学定員充足率 90.87% 89.60% △1.27ポイント
※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

（表３）　大学院の概況

区　　　分
修士課程及び
博士前期課程
専門職学位課程

博士後期課程
及び博士課程うち法科

大学院
うち専門職大
学院（法科大
学院を除く）

集計学校数 431校 48校 49校 298校
入 学 定 員 41,593人 3,098人 3,338人 8,044人
志　願　者 68,262人 14,531人 5,261人 5,546人
受　験　者 64,882人 13,188人 5,016人 5,445人
合　格　者 42,478人 4,784人 3,478人 4,569人
入　学　者 35,632人 2,224人 2,948人 4,351人
志 願 倍 率 1.64倍 4.69倍 1.58倍 0.69倍
合　格　率 65.47% 36.28% 69.34% 83.91%
歩　留　率 83.88% 46.49% 84.76% 95.23%

入学定員充足率 85.67% 71.79% 88.32% 54.09%
※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

（表５）　短期大学地域別の動向

区　　　分
集計学校数 志願倍率 入学定員充足率

22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度

北　海　道
校 校 倍 倍 ％ ％
17 15 1.19 1.22 88.24 85.74 

東　　　北 23 23 1.32 1.35 98.48 92.68 

北　関　東 19 18 1.06 1.05 89.62 87.48 
南　関　東
（東京除く） 38 38 1.20 1.29 95.19 93.86 

東　　　京 43 43 1.87 1.88 95.49 92.31 

甲　信　越 15 15 1.24 1.17 92.24 88.09 

北　　　陸 10 10 1.43 1.36 100.29 92.85 

東　　　海 38 38 1.39 1.58 89.07 89.48 
近　　　畿

（京都・大阪除く） 27 26 1.92 2.01 91.42 96.42 

京都・大阪 43 42 1.36 1.25 84.67 85.40 

中　　　国 20 20 1.21 1.36 81.69 88.65 

四　　　国 11 11 1.24 1.18 94.27 83.57 

九　　　州 40 39 1.18 1.09 89.79 86.22 

合　　　計 344 338 1.40 1.42 90.87 89.60 

年　度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

100%以上の学校数 226 226 236 224 179 138 118 111 129 113

100%未満の学校数 209 190 164 159 194 227 242 245 215 225

（うち50%未満の学校数） 38 31 20 16 18 19 30 28 16 16

(100%未満の割合） 48.0% 45.7% 41.0% 41.5% 52.0% 62.2% 67.2% 68.8% 62.5% 66.6%

合　計 435 416 400 383 373 365 360 356 344 338

（図２）　最近10年の定員割れ状況（短期大学）
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Ｑ

　

平
成
二
十
三
年
度
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
金
に
お
い
て
は
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被

災
し
た
学
校
や
学
生
に
つ
い
て
、
補
助
金
上

の
取
り
扱
い
を
一
部
変
更
す
る
予
定
で
す
。

　

今
月
号
で
は
、こ
の
取
り
扱
い
を
中
心
に
、

Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
ご
案
内
し
ま
す
。

　

留
年
者
の
取
り
扱
い

就
職
困
難
に
よ
る
卒
業
延
期
者
（
留

年
者
）
に
つ
い
て
は
ど
の
よ
う
な
取
り

扱
い
に
な
り
ま
す
か
。

　
Ａ
留
年
者
に
つ
い
て
は
、従
前
か
ら
、「
就

職
内
定
取
消
し
者
」
及
び
「
一
年
留
年
者
」

に
関
す
る
取
り
扱
い
が
あ
り
ま
す
。

今
年
度
は
こ
れ
に
加
え
、
東
日
本
大
震

災
等
に
よ
る
雇
用
情
勢
の
悪
化
か
ら
、
就

職
が
で
き
ず
卒
業
を
延
期
し
た
学
生
が
い

る
場
合
に
つ
い
て
も
、
定
員
充
足
率
に
よ

る
増
減
率
の
算
定
に
際
し
て
不
利
と
な
ら

な
い
よ
う
取
り
扱
う
こ
と
と
し
ま
す
。

要
件
は
、
①
「
卒
業
要
件
を
満
た
し
て

い
る
こ
と
」、
②
「
授
業
料
等
が
全
額
徴

収
で
な
い
こ
と
」
で
す
。
ま
た
、
東
日
本

大
震
災
に
か
か
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に

伴
い
休
学
し
、
来
年
度
に
卒
業
延
期
と
な

る
学
生
が
出
た
場
合
に
つ
い
て
も
、
こ
れ

ら
の
学
生
と
同
様
に
取
り
扱
い
ま
す
。

　

寄
付
金
支
出
の
取
り
扱
い

東
日
本
大
震
災
に
対
し
、
義
援
金
を

送
っ
た
学
校
法
人
に
対
す
る
補
助
金
算

定
上
の
取
り
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
な
り

ま
す
か
。

Ａ
学
校
法
人
の
寄
付
金
支
出
に
つ
い
て
は
、

配
分
基
準
に
お
い
て
、
三
、〇
〇
〇
万
円

を
超
え
る
寄
付
金
額
を
補
助
金
を
算
定
す

る
際
の
基
準
額
か
ら
減
額
す
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
東
日
本

大
震
災
に
か
か
る
震
災
義
援
金
支
出
に
つ

い
て
は
、
補
助
金
減
額
調
整
の
積
算
か
ら

除
外
す
る
こ
と
と
し
ま
す
。
会
計
処
理
に

お
い
て
は
、「
震
災
義
援
金
支
出
」
等
の

小
科
目
を
設
け
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
寄

付
金
額
が
五
〇
〇
万
円
以
上
の
場
合
に
つ

い
て
は
、
従
前
通
り
寄
付
金
支
出
届
出
書

の
提
出
が
必
要
で
す
。

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
Ｑ
＆
Ａ

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
Ｑ
＆
Ａ

学
校
法
人
か
ら
、
補
助
金
課
に
寄
せ
ら
れ
た
質
問
を
、

Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
ご
紹
介
し
ま
す
。

　

情
報
の
公
表
に
よ
る
傾
斜
配
分
の
強
化

情
報
の
公
表
に
よ
る
傾
斜
配
分
が
強

化
さ
れ
る
の
は
な
ぜ
で
し
ょ
う
か
。

Ａ
公
的
な
教
育
機
関
で
あ
る
大
学
等
に

と
っ
て
教
育
情
報
の
公
表
は
社
会
へ
の
説

明
責
任
で
あ
り
、
教
育
力
の
向
上
と
質
の

保
証
に
つ
な
が
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
教
育
情
報
の

公
表
を
義
務
付
け
る
学
校
教
育
法
施
行
規

則
の
施
行
に
合
わ
せ
、
教
育
研
究
上
の
基

礎
的
な
情
報
及
び
修
学
上
の
情
報
に
分
け

た
情
報
項
目
に
つ
い
て
、
そ
の
取
り
扱
い

を
厳
格
化
す
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
財
務

情
報
に
つ
い
て
も
、
公
表
が
相
当
程
度
進

ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま
で
の
増
額

す
る
項
目
か
ら
非
公
表
の
場
合
に
減
額
す

る
項
目
に
変
更
す
る
も
の
で
す
。

　

な
お
、
八
月
三
日
付
け
で
調
査
票
を
送

付
し
て
い
ま
す
の
で
取
り
扱
い
の
詳
細

は
、
そ
ち
ら
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

補
助
金
課

一
般
補
助

☎
〇
三（
三
二
三
〇
）七
三
〇
〇
〜
七
三
〇
二

　
　
　
　
　
　
　
　

七
三
〇
六
〜
七
三
〇
八

特
別
補
助

☎
〇
三（
三
二
三
〇
）七
三
〇
三
〜
七
三
〇
五

　
　
　
　
　
　
　
　

七
三
〇
九
〜
七
三
一
一

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
shigaku.go.jp

―　

震　

災　

対　

応　

―

　

東
日
本
大
震
災
に
か
か
る
二
十
三
年
度
第

一
次
補
正
予
算
の
う
ち
私
立
大
学
等
経
常
費

補
助
金
と
し
て
計
上
さ
れ
た
「
教
育
研
究
活

動
復
旧
費
」
及
び
「
学
費
減
免
に
対
す
る
経

常
費
助
成
」
に
つ
い
て
、
予
算
措
置
の
趣
旨

を
踏
ま
え
、
例
年
の
第
一
次
交
付
時
期
（
十

一
月
末
頃
）
を
前
倒
し
し
て
、
七
月
二
十
九

日
に
資
金
交
付
を
し
ま
し
た
。

　

今
回
交
付
し
た
補
助
金
額
は
、
二
四
三
法

人
三
一
〇
校
に
対
し
、
一
三
二
億
一
、
六
〇

一
万
三
、
〇
〇
〇
円
で
す
。
な
お
、
今
回
の

交
付
対
象
費
目
に
つ
い
て
は
、
九
月
以
降
に

実
施
す
る
私
学
事
業
団
調
査
に
よ
り
最
終
的

な
補
助
金
額
を
算
定
し
ま
す
。

　

今
年
度
の
資
金
交
付
は
、
補
正
予
算
の
関

係
か
ら
今
回
の
第
一
次
交
付
に
加
え
、
第
二

次
交
付（
十

一
月
末
頃
）

及
び
第
三

次
交
付（
二

十
四
年
三

月
中
旬
頃
）

の
計
三
回

を
予
定
し

て
い
ま
す
。

Ｑ

Ｑ

平
成
二
十
三
年
度　

私
立
大
学
等

経
常
費
補
助
金　

第
一
次
交
付

平成23年度　第一次交付額

区 分 法人数 学校数 交付決定額
（資金交付額）

大 学 法人 校 千円
218 225 12,352,695

短 期 大 学 25 85 863,318

高等専門学校 0 0 0

合 計 243 310 13,216,013
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私
学
事
業
団
で
は
、
広
く
一
般
か
ら
寄
付

金
を
募
り
、「
学
術
研
究
振
興
基
金
」
を
設

け
て
、
そ
の
運
用
益
を
「
学
術
研
究
振
興
資

金
」
及
び
「
学
術
研
究
振
興
資
金
（
若
手
研

究
者
奨
励
金
）」と
し
て
、大
学
・
短
期
大
学
・

高
等
専
門
学
校
（
以
下
「
私
立
大
学
等
」
と

い
う
）の
優
れ
た
研
究
に
交
付
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
二
十
四
年
度
の
公
募
概
要
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

　

一　

学
術
研
究
振
興
資
金　

１　

対
象
研
究

　

交
付
対
象
と
な
る
研
究
分
野
は
、⑴
人
文
・

社
会
科
学
系
の
研
究
、
⑵
自
然
科
学
系
（
理

工
系
・
生
物
系
）
の
研
究
、
⑶
複
合
領
域
の

研
究
で
、
次
の
①
②
の
両
方
を
満
た
す
研
究

で
す
。

①
私
立
大
学
等
（
研
究
所
の
研
究
を
含
む
）

に
所
属
す
る
研
究
者
（
教
職
員
）
が
二
人

以
上
で
共
同
し
て
行
う
研
究
で
あ
る
こ

と
。
た
だ
し
、
研
究
代
表
者
は
当
該
私
立

大
学
等
の
専
任
教
職
員
で
あ
る
こ
と
。
ま

た
、
研
究
代
表
者
以
外
に
も
う
一
名
、
私

立
大
学
等
（
他
法
人
設
置
で
も
可
）
に
所

属
す
る
研
究
者（
非
常
勤
教
職
員
で
も
可
）

が
い
る
こ
と
。

②
二
十
四
年
四
月
一
日
現
在
で
、
一
年
以
上

の
研
究
実
績
が
あ
る
こ
と
。

２　

研
究
期
間

　

二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
二
十
五
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
研
究
が
対
象
で
す
。

３　

資
金
交
付
総
額

　

総
額
一
億
一
、
五
〇
〇
万
円
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

　

交
付
額
は
、研
究
に
か
か
る
対
象
経
費（
資

金
交
付
希
望
額
＋
学
校
法
人
の
負
担
額
）
の

二
分
の
一
以
内
と
し
、
自
然
科
学
系
の
研
究

は
七
五
〇
万
円
、
そ
の
他
の
研
究
は
四
〇
〇

万
円
が
上
限
で
す
。
ま
た
、
学
校
法
人
の
負

担
額
は
、
資
金
交
付
希
望
額
と
同
額
以
上
が

必
要
で
す
。

４　

継
続
交
付

　

当
該
研
究
の
進
捗
状
況
に
応
じ
て
継
続
し

て
三
年
間
応
募
し
、
資
金
交
付
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
が
、
選
考
は
毎
年
改
め
て
行

い
ま
す
。

５　

応　

募

　

私
立
大
学
等
一
校
に
つ
い
て
、「
新
規
」「
継

続
」
を
問
わ
ず
一
件
の
応
募
と
な
り
ま
す
。

　

応
募
の
際
は
、
学
校
法
人
の
理
事
長
及
び

学（
校
）長
連
名
の「
推
薦
書
」が
必
要
で
す
。

　

二　

若
手
研
究
者
奨
励
金　

１　

対
象
分
野

　

生
物
学
系
、
医
学
系
及
び
生
物
学
系
・
医

学
系
の
複
合
分
野
で
す
。

２　

対
象
者
等

　

私
立
大
学
等
に
所
属
す
る
、
二
十
四
年
四

月
一
日
現
在
三
九
歳
以
下
で
、
二
十
三
年
十

月
一
日
現
在
、助
教
又
は
ポ
ス
ト
・
ド
ク
タ
ー

が
一
人
で
行
う
研
究
で
す
。

　

た
だ
し
、
二
十
三
年
十
月
一
日
現
在
、
科

学
研
究
費
補
助
金「
若
手
研
究（
Ｓ
・
Ａ
・
Ｂ
）」

に
、
新
規
・
継
続
に
か
か
わ
ら
ず
採
択
さ
れ

て
い
な
い
者
及
び
日
本
学
術
振
興
会
特
別
研

究
員
で
は
な
い
者
で
す
。

３　

研
究
期
間

　

二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
二
十
五
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
に
行
う
研
究
が
対
象
で
す
。

４　

奨
励
金
額

　

総
額
一
、
五
〇
〇
万
円
を
予
定
し
て
い
ま

す
。
一
人
当
た
り
の
交
付
額
は
、
一
律
五
〇

万
円
の
予
定
で
す
（
学
校
法
人
負
担
額
は
不

要
で
す
）。

５　

応　

募

　

一
学
校
一
名
の
応
募
と
し
ま
す
。
研
究
者

個
人
で
は
な
く
、
学
校
法
人
を
通
し
て
応
募

し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
応
募
の
際
に
は
、
所
属
私
立
大
学

等
の
学
長
又
は
学
部
長
（
短
期
大
学
・
高
等

専
門
学
校
に
あ
っ
て
は
学
科
長
）
の
「
推
薦

書
」
が
必
要
で
す
。

　

三　

共
通
事
項　

１　

選
考
結
果
及
び
交
付
時
期

　

選
考
結
果
は
、
二
十
四
年
三
月
上
旬
に
当

該
学
校
法
人
に
通
知
し
ま
す
。
ま
た
、
資
金

の
交
付
は
、
二
十
四
年
五
月
下
旬
を
予
定
し

て
い
ま
す
。

２　

研
究
計
画
書
の
提
出
期
限

　

二
十
三
年
十
月
二
十
四
日
（
月
）

◆　

◆　

◆

　
「
研
究
計
画
の
公
募
通
知
」
の
郵
送
及
び

本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.

shigaku.go.jp/s_shikin_m
enu.htm

）
へ

の
掲
載
は
、
八
月
下
旬
に
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

公
募
様
式
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
し
て
ご
使
用
く
だ
さ
い
。

平
成
二
十
四
年
度

学
術
研
究
振
興
資
金
及
び

学
術
研
究
振
興
資
金
及
び

若
手
研
究
者
奨
励
金
に

若
手
研
究
者
奨
励
金
に

か
か
る
研
究
計
画
の
公
募

か
か
る
研
究
計
画
の
公
募

（参考）　平成23年度　学術研究振興資金及び
 若手研究者奨励金 採択状況

区　　　　分
応募件数 採択件数 採択率
（件） （件） （％）

新規・継続別
新　　　　　規 143 38 26.6 
継 続 ２ 年 目 28 21 75.0 
継 続 ３ 年 目 18 15 83.3 

学 校 種 別
大　　　　　学 175 72 41.1 
短　期　大　学 14 2 14.3 

研究分野別

人文・社会科学系 57 26 45.6 
理　　工　　系 25 11 44.0 
生　　物　　系 53 17 32.1 
複　合　領　域 54 20 37.0 

学 術 研 究 振 興 資 金 合 計 189 74 39.2 
若 手 研 究 者 奨 励 金 63 20 31.7 

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

寄
付
金
課

☎
〇
三（
三
二
三
〇
）七
三
一
六
・
七
三
一
九

Ｅ
メ
ー
ル　

kifukin@
shigaku.go.jp
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今
年
度
か
ら
の
新
し
い
事
業
と
し
て
、
新

た
に
私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
と
な
っ
た
人

を
対
象
に
、
私
学
共
済
制
度
の
概
要
や
年
金
、

健
康
保
険
の
給
付
内
容
等
に
つ
い
て
ご
理
解
い

た
だ
く
た
め
の
説
明
会
を
開
催
い
た
し
ま
す
。

説
明
会
は｢

私
学
共
済
ブ
ッ
ク
２
０
１
１

給
付
編｣

を
テ
キ
ス
ト
と
し
て
使
用
し
、
分

か
り
や
す
く
説
明
し
ま
す
。

病
気
や
ケ
ガ
に
よ
り
診
療
を
受
け
る
時
の

手
続
き
や
、
将
来
の
年
金
を
受
給
す
る
た
め

の
準
備
等
に
つ
い
て
理
解
す
る
よ
い
機
会
で

す
の
で
ぜ
ひ
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

●
参
加
対
象
者

平
成
二
十
三
年
四
月
以
降
に
私
学
共
済
制

度
の
加
入
者
と
な
っ
た
人
が
対
象
で
す
。

●
申
し
込
み
方
法

九
、
十
月
に
送
付
す
る
新
規
加
入
者
あ
て

の
「
私
学
共
済
ブ
ッ
ク
２
０
０
９ 

給
付
編
」

に
差
し
込
ま
れ
て
い
る
通
知
文
、
又
は
私
学

共
済
事
業
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い

る
申
込
書
を
利
用
し
、
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス

共
済
業
務
課
あ
て
に
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

●
申
込
期
限

平
成
二
十
三
年
十
月
三
十
一
日
（
月
）

●
参
加
費　

無
料

●
参
加
の
可
否
の
通
知

定
員
を
超
え
た
場
合
は
抽
選
と
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。
参
加
の
可
否
は
、
十
一
月
初

旬
に
申
込
書
の
連
絡
先
住
所
あ
て
に
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

●
テ
キ
ス
ト

｢

私
学
共
済
ブ
ッ
ク
２
０
１
１ 

給
付
編｣

※ 

十
一
月
初
旬
ま
で
に
、「
レ
タ
ー
」
十
一
月

号
に
同
封
し
学
校
あ
て
に
送
付
し
ま
す
。

―　

震　

災　

対　

応　

―

　

六
・
七
・
八
月
号
に
続
き
東
日
本
大
震
災

に
か
か
る
私
学
共
済
制
度
の
取
り
扱
い
に
つ

い
て
ご
案
内
し
ま
す
。

特
定
避
難
勧
奨
地
点
に
居
住
し
て
い
る
た

め
避
難
し
た
、
加
入
者
や
被
扶
養
者
に
つ
い

て
も
、
一
部
負
担
金
等
の
支
払
い
が
免
除
に

な
り
ま
す
。

手
続
方
法

該
当
す
る
加
入
者
や
被
扶
養
者
が
い
る
場

合
は
、「
一
部
負
担
金
等
免
除
申
請
書
」
に
、

市
町
村
が
避
難
し
た
世
帯
に
対
し
て
発
行
す

る
「
被
災
証
明
書
」
の
写
し
を
添
付
し
、
所

属
す
る
学
校
法
人
等
を
通
じ
て
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。
任
意
継
続
加
入
者
の
方
は
、
直
接

私
学
事
業
団
に
申
請
で
き
ま
す
。

免
除
期
間　

特
定
避
難
勧
奨
地
点
に
居
住
し
避
難
し
た

方
の
一
部
負
担
金
等
の
免
除
期
間
は
、
特
定

避
難
勧
奨
地
点
と
し
て
特
定
し
た
旨
の
通
知

が
あ
っ
た
日
か
ら
、
平
成
二
十
四
年
二
月
二

十
九
日
ま
で
の
間
で
当
該
指
示
が
解
除
さ
れ

た
日
ま
で
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
免
除
期
間
に
医
療
機
関
の
窓
口
で

一
部
負
担
金
等
を
支
払
っ
て
い
る
場
合
は
、

本
事
業
団
に
還
付
請
求
が
で
き
ま
す
。

平
成
二
十
三
年
八
月
三
十
一
日
ま
で
と
予

定
さ
れ
て
い
た
入
院
時
食
事
療
養
費
及
び
入

院
時
生
活
療
養
費
の
標
準
負
担
額
の
免
除
期

間
が
、
二
十
三
年
九
月
以
降
も
当
面
の
間
延

長
に
な
り
ま
す
。

今
後
、
本
事
業
団
が
発
行
す
る
「
一
部
負

担
金
等
免
除
証
明
書
」
に
は
、
入
院
時
食
事

療
養
費
及
び
入
院
時
生
活
療
養
費
の
標
準
負

担
額
の
免
除
期
間
を
、「
厚
生
労
働
大
臣
が

定
め
る
日
ま
で
」
と
記
載
し
ま
す
。

な
お
、
既
に
発
行
済
み
の
、
免
除
期
間
が

「
平
成
二
十
三
年
八
月
三
十
一
日
ま
で
」
と

記
載
さ
れ
た
免
除
証
明
書
で
も
、
有
効
期
限

を
修
正
せ
ず
医
療
機
関
に
お
い
て
有
効
な
証

明
書
と
し
て
扱
わ
れ
ま
す
の
で
、
再
発
行
の

手
続
き
は
不
要
で
す
。

東
日
本
大
震
災
に

か
か
る
私
学
共
済

制
度
の
取
り
扱
い

特
定
避
難
勧
奨
地
点
に

特
定
避
難
勧
奨
地
点
に

居
住
し
避
難
し
た
加
入
者
等
の

居
住
し
避
難
し
た
加
入
者
等
の

一
部
負
担
金
等
の
免
除

一
部
負
担
金
等
の
免
除

入
院
時
の
標
準
負
担
額
の

入
院
時
の
標
準
負
担
額
の

免
除
期
間

免
除
期
間

私学共済制度を
知っていただくための

新規加入者向け新規加入者向け
説 明 会説 明 会

平成23年11月20日(日)
〜

12月18日(日)

説明会会場・日程一覧
会    場 日    時 募集人員

札幌ガーデンパレス 060-0001　札幌市中央区北1条西6 11月20日（日）

第１回目
10時～

第２回目
13時30分～

各回
50名

仙台ガーデンパレス 983-0852　仙台市宮城野区榴岡4‒1‒5 11月20日（日）

東京ガーデンパレス 113-0034　東京都文京区湯島1‒7‒5 11月30日（水）

名古屋ガーデンパレス 460-0003　名古屋市中区錦3‒11‒13 11月20日（日）

大阪ガーデンパレス 532-0004　大阪市淀川区西宮原1‒3‒35 12月 6日（火）

広島ガーデンパレス 732-0052　広島市東区光町1‒15 12月18日（日）

福岡ガーデンパレス 810-0001　福岡市中央区天神4‒8‒15 12月18日（日）
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定
時
決
定
に
か
か
る

定
時
決
定
に
か
か
る

　
　
　

確
認
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

　
　
　

確
認
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

　

七
月
十
日
ま
で
に
提
出
の
あ
っ
た
「
標
準
給
与
基
礎
届
書
（
磁
気
媒
体
に
よ
る
も
の
を
含
む
）」

に
よ
る
定
時
決
定
の
「
確
認
通
知
書
⑵
」
を
、
九
月
中
旬
に
学
校
法
人
等
へ
送
付
し
ま
す
。「
確

認
通
知
書
⑵
」
は
学
校
法
人
用
と
加
入
者
用
の
二
種
類
に
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
加
入
者
に
必
ず

渡
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
「
確
認
通
知
書
⑵
」
の
表
示

　
「
確
認
通
知
書
⑵
」
で
は
、
ど
の
よ
う
に

定
時
決
定
を
し
た
か
に
つ
い
て
異
動
内
容
欄

で
次
の
よ
う
に
表
示
し
て
い
ま
す
。

　

定
時
決
定

　

・ 「
標
準
給
与
基
礎
届
書
」
の
報
告
に
基

づ
き
四
月
、
五
月
及
び
六
月
の
給
与
の

平
均
額
で
標
準
給
与
を
決
定
し
た
人

　

定
時
決
定
不
要
者

　

・ 

平
成
二
十
三
年
六
月
一
日
か
ら
八
月
三

十
一
日
ま
で
に
資
格
取
得
し
た
人
（
所

属
学
校
変
更
者
を
除
く
）

　
　

↓
資
格
取
得
時
の
給
与
額
で
決
定

　

・ 

二
十
三
年
七
月
又
は
八
月
に
標
準
給
与

が
改
定
に
な
っ
た
人

　
　

↓
標
準
給
与
改
定
の
給
与
額
で
決
定

　

定
時
決
定
（
保
険
者
決
定
）

　

・ 「
標
準
給
与
基
礎
届
書
」
が
未
提
出
又

は
記
入
も
れ
の
た
め
、
や
む
を
得
ず
私

学
事
業
団
が
現
に
確
認
し
て
い
る
直
近

の
標
準
給
与
で
決
定
し
た
人

　

・ 

育
児
休
業
等
取
得
中
の
た
め
、
現
に
確

認
さ
れ
て
い
る
直
近
の
標
準
給
与
で
決

定
し
た
人

◆ 

「
確
認
通
知
書
⑵
」
の
給
与
が

誤
っ
て
い
る
場
合

　
「
確
認
通
知
書
⑵
」
の
給
与
月
額
等
の
内

容
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
報
告
し
た
内
容

を
訂
正
す
る
場
合
は「
給
与
等
訂
正
申
出
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆ 

決
定
し
た
標
準
給
与
の
月
額
の

有
効
期
間

　

今
回
確
認
さ
れ
た
標
準
給
与
の
月
額
は
、

二
十
三
年
九
月
か
ら
二
十
四
年
八
月
ま
で
適

用
さ
れ
、
毎
月
の
掛
金
や
年
金
・
給
付
金
等

の
算
定
基
礎
と
な
り
ま
す
。

◆ 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
該
当

す
る
人
の
「
確
認
通
知
書
⑵
」

の
表
示
等

　

七
十
五
歳
以
上
の
人
及
び
七
十
歳
以
上
七

十
五
歳
未
満
で
広
域
連
合
か
ら
障
害
状
態
に

あ
る
と
認
定
さ
れ
た
人
は
、「
確
認
通
知
書

⑵
」
に
長
期
の
等
級
及
び
標
準
給
与
を
表
示

し
て
あ
り
ま
す
が
、
掛
金
の
徴
収
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　

今
回
送
付
す
る
定
時
決
定
の
「
確
認
通

知
書
⑵
」
を
含
め
、
本
事
業
団
が
確
認
通

知
す
る
内
容
は
、
将
来
の
年
金
給
付
等
の

基
礎
と
な
る
重
要
な
も
の
で
す
。
通
知
内

容
が
報
告
内
容
と
相
違
な
い
か
必
ず
確
認

す
る
と
と
も
に
、
加
入
者
本
人
に
も
そ
の

内
容
を
確
認
し
て
い
た
だ
く
よ
う
、
周
知

の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

　

届
け
出
の
あ
っ
た
給
与
の
平
均
額
が
、

現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
給
与
の
月
額

に
比
べ
て
二
等
級
以
上
の
差
が
生
じ
て
い

る
人
に
表
示
し
て
い
ま
す
。

　

次
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
、
標
準

給
与
の
改
定
を
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま

す
の
で
、「
標
準
給
与
改
定
届
書
」
を
至

急
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

① 

昇
給
等
に
よ
っ
て
固
定
的
給
与
（
基
本

給
、
扶
養
手
当
等
）
が
変
動
し
た
場
合

　

 〔
事
例
〕
四
月
に
昇
給
し
て
固
定
的
給

与
が
変
動
し
、
四
月
、
五
月
及
び
六
月

の
給
与
の
平
均
額
が
現
に
確
認
さ
れ
て

い
る
標
準
給
与
の
月
額
に
比
べ
二
等
級

以
上
あ
が
っ
て
い
る
場
合

↓ 

算
定
基
礎
月
を
四
月
、
五
月
、
六
月
と

記
入
し
、
七
月
改
定
と
し
て
届
け
出
て

く
だ
さ
い
。

② 
さ
か
の
ぼ
っ
て
ベ
ー
ス
改
定
が
行
わ
れ

た
場
合

　

差
額
支
給
の
あ
っ
た
月
（
新
ベ
ー
ス
で

の
支
給
を
開
始
し
た
月
）
を
変
動
月
（
算

定
基
礎
月
の
最
初
の
月
）
と
し
ま
す
。

　

 〔
事
例
〕
四
月
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
そ
の

差
額
が
五
月
に
支
給
さ
れ
た
場
合

↓ 

変
動
月
は
五
月
に
な
る
た
め
、
算
定
基

礎
月
を
五
月
、
六
月
、
七
月
と
し
て
差

額
を
除
い
た
改
定
後
の
給
与
を
記
入

し
、
八
月
改
定
と
し
て
届
け
出
て
く
だ

さ
い
。
二
十
三
年
四
月
に
資
格
取
得
し

た
人
も
八
月
改
定
と
な
り
ま
す
。

（
注
）
七
月
以
降
に
四
月
な
ど
に
さ
か
の

ぼ
っ
て
ベ
ー
ス
改
定
が
行
わ
れ
た
場
合
は

差
額
支
給
の
あ
っ
た
月
（
七
月
以
降
新

ベ
ー
ス
で
の
支
給
を
開
始
し
た
月
）
を
変

動
月
と
し
ま
す
の
で
、
四
月
に
さ
か
の

ぼ
っ
た
標
準
給
与
の
改
定
や
定
時
決
定
の

訂
正
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
変

動
月
か
ら
三
か
月
の
給
与
の
平
均
額
が
今

回
確
認
さ
れ
た
定
時
決
定
に
比
べ
二
等
級

以
上
の
増
減
が
あ
る
場
合
は
標
準
給
与
の

改
定
と
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

＊
非
固
定
的
給
与
（
残
業
手
当
、
宿
日
直

手
当
等
）
の
み
の
変
動
で
、
固
定
的
給
与

の
変
動
が
な
い
場
合
は
、
標
準
給
与
の
改

定
を
届
け
出
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

学
校
法
人
用
の
異
動
報
告
内
容
欄
に
＊
＊
＊
印
の
あ
る
人
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年
金
積
立
金
の
運
用
目
的
・
基
本
方
針

―
―
効
率
的
な
資
産
配
分

　

私
学
事
業
団
の
年
金
積
立
金
は
、
年
金
を

将
来
に
わ
た
り
確
実
に
支
給
す
る
た
め
に
、

長
期
的
な
観
点
に
立
っ
て
安
全
か
つ
効
率
的

に
運
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
本
事
業
団
で
は
「
長
期
勘
定

の
余
裕
金
の
運
用
に
関
す
る
基
本
方
針
」（
以

下
「
基
本
方
針
」
と
い
い
ま
す
）
を
策
定
し

て
い
ま
す
。
基
本
方
針
で
は
、
明
確
な
運
用

目
標
を
設
定
し
、基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ（
効

率
的
な
資
産
配
分
）
を
定
め
た
う
え
で
株
式

な
ど
複
数
の
資
産
に
分
散
し
て
投
資
し
て
い

ま
す
。

二
十
二
年
度
の
運
用
環
境

―
―
特
に
大
き
か
っ
た
震
災
の
影
響

　

国
内
企
業
は
、
業
績
回
復
に
伴
い
好
決
算

が
出
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
南

欧
諸
国
の
財
務
問
題
、
米
国
の
雇
用
情
勢
不

安
な
ど
か
ら
、
安
全
資
産
と
み
な
さ
れ
た
円

が
買
わ
れ
円
高
と
な
っ
た
こ
と
で
、
輸
出
関

連
企
業
の
業
績
悪
化
が
懸
念
さ
れ
た
た
め
、

株
価
の
上
昇
に
は
つ
な
が
ら
ず
、
金
利
も
低

下
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
、
世
界

経
済
は
よ
り
グ
ロ
ー
バ
ル
に
連
動
す
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。
先
進
国
・
新
興
国
、
米
国
・

欧
州
・
ア
ジ
ア
な
ど
各
国
、
地
域
の
事
情
が

よ
り
他
の
国
々
・
地
域
に
影
響
を
与
え
る
よ

う
に
な
り
、
経
済
指
標
か
ら
判
断
さ
れ
る
景

気
回
復
基
調
と
は
う
ら
は
ら
に
、債
券
価
格
、

株
価
、
為
替
と
も
に
一
年
を
通
し
て
方
向
感

が
見
え
に
く
く
な
り
ま
し
た
。

　

今
年
に
入
り
、
中
東
・
ア
フ
リ
カ
で
は
政

権
交
代
が
続
き
、
原
油
価
格
の
高
騰
な
ど
資

源
価
格
に
不
安
定
感
が
増
し
、
各
国
経
済
に

影
響
が
出
て
き
ま
し
た
。
そ
し
て
三
月
、
東

日
本
大
震
災
が
発
生
し
、
原
発
事
故
の
影
響

も
あ
り
、
東
北
地
方
の
被
災
地
に
と
ど
ま
ら

ず
、
国
内
の
経
済
活
動
に
多
大
な
影
響
を
及

ぼ
し
、
期
末
に
向
け
、
株
価
の
急
落
、
急
激

な
円
高
と
い
っ
た
非
常
に
不
安
定
な
状
況
で

終
わ
り
ま
し
た
。

二
十
二
年
度
の
投
資
行
動

―
―
上
半
期
を
中
心
に
配
分
調
整

　

国
内
債
券
に
つ
い
て
は
利
回
り
確
保
の
た

め
、
購
入
額
の
三
割
程
度
を
十
年
超
―
二
十

年
の
債
券
投
資
を
行
い
ま
し
た
。

　

国
内
株
式
、
外
国
株
式
に
つ
い
て
は
基
本

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
で
定
め
る
資
産
配
分
と
乖

離
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
資
金
追
加
を
行
い
ま

し
た
。

　

ま
た
、
委
託
後
三
年
が
経
過
し
た
外
国
債

券
は
、
運
用
成
績
を
評
価
し
、
一
部
の
運
用

機
関
を
解
約
し
た
ほ
か
、
国
内
株
式
、
外
国

株
式
で
も
成
績
が
振
る
わ
な
い
運
用
機
関
や

運
用
体
制
等
に
懸
念
が
生
じ
て
き
た
運
用
機

関
を
解
約
し
、適
宜
資
産
を
移
管
し
ま
し
た
。

二
十
二
年
度
の
運
用
結
果

―
―
運
用
利
回
り
は
〇
・
一
六
％

　

年
度
末
時
点
で
は
、
市
場
変
動
の
影
響
を

受
け
た
こ
と
も
あ
り
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
の
資
産
配
分
・
許
容
乖
離
幅
に
対
し
、
国

内
債
券
は
△
一
・
五
％
、
外
国
株
式
は
一
・

五
％
乖
離
し
た
構
成
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
内
株
式
の
評
価
損
の
拡
大
、
年
間
を
通

し
て
円
高
で
あ
っ
た
た
め
外
国
債
券
の
為
替

差
損
が
拡
大
し
た
こ
と
が
利
回
り
に
大
き
く

影
響
し
、二
十
二
年
度
の
運
用
利
回
り
は
〇
・

一
六
％
と
な
り
、
目
標
で
あ
る
二
・
八
％
を

二
・
六
四
ポ
イ
ン
ト
下
回
る
結
果
と
な
り
ま

し
た
。

　

運
用
利
回
り
は
、
年
度
末
一
時
点
の
時
価

評
価
に
よ
り
算
出
す
る
こ
と
か
ら
三
月
の
市

場
の
大
幅
な
下
落
の
影
響
を
受
け
た
結
果
と

な
り
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に
基
づ

く
資
産
運
用
を
基
本
と
し
な
が
ら
も
、
市
場

の
動
向
を
勘
案
し
た
資
金
投
入
等
を
慎
重
に

行
い
、
年
金
積
立
金
の
性
格
に
鑑
み
た
運
用

を
心
掛
け
て
ま
い
り
ま
す
。

　本誌４ページで長期給付事業の決算に
ついてお知らせしました。ここでは、年
金積立金の運用の目的・基本方針と、平
成22年度の運用結果をお知らせします。

過去３年間の年金積立金の残高と運用利回
りの推移

年金積立金の構成割合・残高と資産別利回り （単位：億円）

区　分

基　　本
ポートフォリオ 平成22年度末

資産
配分

許容
乖離幅 簿　価 時　価 評価

損益
時価
構成比 乖離幅 資産別

運用利回り

国内債券 65% ±9% 20,910 21,446 536 63.5% △1.5% 1.90%

国内株式 10% ±3% 3,957 3,261 △696 9.7% △0.3% △7.02%

外国債券 10% ±3% 3,617 3,261 △356 9.7% △0.3% △6.56%

外国株式 10% ±3% 3,706 3,873 167 11.5% 1.5% 2.67%

短期資産 5% ― 1,893 1,893 0 5.6% 0.6% 0.61%

合　　計 100% ― 34,083 33,734 △349 100.0% ― 0.16%

※国内債券の中に貸付金等を含みます。

20年度

21年度

22年度

利回り　△7.62％　3兆1,523億円利回り　△7.62％　3兆1,523億円

利回り　　8.27％　3兆3,963億円利回り　　8.27％　3兆3,963億円

利回り　　0.16％　3兆3,734億円利回り　　0.16％　3兆3,734億円

0 10,000 20,000 30,000 40,000
（単位：億円）

（注）利回りは修正総合利回り・金額は時価

平成22年度

年金積立金の
運用結果
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平成23年度　私学事業団海外研修旅行　冬期コースの募集平成23年度　私学事業団海外研修旅行　冬期コースの募集
冬期コース申込受付期間　平成23年９月１日（木）～10月７日（金）（必着）

夏期コースでは多数のご応募ありがとうございました。冬期も内容豊富な２コース（全行程で添乗員同行）を企画して
います。ぜひ、見聞・視野を広げる機会としてご参加ください。

A－６コース 南イタリア周遊教養の旅 A－７コース アンコールワットとベトナム周遊教養の旅
旅 行 期 間 12月29日（木）～１月５日（木） 旅 行 期 間 12月30日（金）～１月６日（金）
日　　　　　　数 ８日間 日　　　　　　数 ８日間
旅 行 代 金 286,000円 旅 行 代 金 194,000円
一人部屋追加料金   65,000円 一人部屋追加料金   50,000円

〔注〕 上記旅行代金のほかに、航空各社ごとに決められる「燃油サーチャージ」がかかります。パンフレットの「ご旅行条件」を確認いただき、詳細については、
下記主催旅行会社へお問い合わせください。

■参加資格
　加入者（任意継続加入者を含む）とその配偶者、父母、
12歳以上の子・孫
• 旅行スケジュールに耐えられる程度に健康な人に限り
ます。

•18歳未満の場合は成人の同行者が必要です。
■募集定員
各コースとも30名（最少催行人員15名）
定員を超える申し込みがあった場合は、抽選により参加
者を決定します（先着順ではありません）。抽選結果は
締め切り日以後１週間以内に文書で連絡いたします。
■申し込み方法
　パンフレット・申込書を主催旅行会社から取り寄せ、
申込書に必要事項を記入のうえ、下記申込書送付先（２
人以上で参加される場合は必ずまとめて）に送付してく
ださい（ＦＡＸ不可）。
■申込時の注意
• 旅行の参加に際し、健康上申し出ることがある人は、
参加申込書の裏面の「健康アンケート」に必要事項を
記入してください（後日、医師の診断書の提出をお願
いする場合もあります）。

• 申し込みは１人１回、１コースのみとします。夏期コース
に参加された人は冬期コースへの申し込みはできません。
• 本研修旅行は自由研修時間を除いて同一行動をしてい
ただきますので、参加者の都合による各種変更（予定
観光等の不参加や航空座席種類の変更など）はできま
せんのでご了承ください。

◎パンフレット・申込書のお取り寄せ先
〒163-6011　東京都新宿区西新宿６-８-１
　住友不動産新宿オークタワー11階
　株式会社エイチ・アイ・エス　海外団体旅行営業グループ
　「私学事業団　海外研修旅行」係
　☎ 03（5908）3010　　　FAX 03（5908）3028
　e-mail：tb-icg@his-world.co.jp
　担当者：水

みず

野
の

、矢
や

吹
ぶき

、鳥
とり

海
うみ

　営業時間　10：00～18：00（土・日・祝日休み）
◎申込書送付先
〒113-8441　東京都文京区湯島１-７-５
　私学事業団　福祉部　保健課

宿泊所・保養所の年末年始宿泊予約は10月１日からです
年末年始期間中（12月31日～１月３日）の料金

施　設　名 電　話　番　号
料　金（1泊2食）
大人 子供

湯河原　　敷　島　館 0465（63）3755 15,900円 9,450円
箱　根　　対　岳　荘 0460（82）2094 16,900円 9,900円
鎌　倉　　あじさい荘 0467（22）3506 12,000円 7,500円
葉　山　　相　洋　閣 046（875）7300 13,800円 8,000円
金　沢　　兼　六　荘 076（232）1239 12,000円
志賀高原　　やまゆり荘 0269（34）2102 9,240円 5,460円
軽井沢　　すずかる荘 0267（45）7311 13,500円 8,000円
京　都　　白　河　院 075（761）0201 16,600円 9,800円

※子供料金は３歳以上12歳未満が対象です。

　宿泊所・保養所の12月31日と１月の宿泊
予約は、10月１日から受け付けます。
　施設によっては予約の電話が午前中に集中
し、かかりにくい場合がありますので、あら
かじめご了承ください。
　なお、年末年始は特別料金となりますので、
右の料金表をご参照ください。

詳しくは海外研修旅行パンフレット及び私学共済事業ホームページ（http://www.shigakukyosai.jp/)をご覧ください

アマルフィ（イメージ）



積立貯金の後期募集が始まります
申込受付期間　９月26日（月）～10月25日（火）

　新たに積立貯金の加入を希望する人、又はすでに加入
している人で、積立金額の変更や中断をしている積み立
ての復活を希望される場合は、上記の申込受付期間内に
手続きしてください。
◆制度のあらまし
　•利率　年0.60％（半年複利・８月１日現在）
　•積立金額単位　1,000円単位
　•積み立て方法
　　①定時積立金　毎月の給与から控除して積み立て
　　②臨時積立金　 年３回、夏期・冬期・春期の賞与等

から控除して積み立て
　　　※臨時積立金のみの積み立てはできません。
　•今回の申し込みによる積み立て開始
　　11月の給与から（払込期限は12月９日（金））
◆申し込み方法
　次の所定用紙で申し込んでください。
　•新規加入「貯金加入申込書」
　•積立金額の変更「積立金変更申込書」
　•積立貯金の復活「積立中断・復活届書」
　共済事務担当者は、加入者から提出された書類を学校
単位で一括して「貯金関係書類送付内訳書」を添付のう
え、申込受付期間内に提出してください。
◆提出先（積立貯金書類専用）
　〒101-8709　日本郵便神田支店私書箱第103号
　私学事業団共済事業本部　福祉部保健課貯金係
　※ 私書箱は平成20年度から変更となっていますのでご

注意ください。

アイリスプランの募集

　（財）教職員生涯福祉財団（http://www.kyosyokuinzaidan.
jp）では、教職員の経済生活支援事業「アイリスプラン」
を実施しています。アイリスプランには「医療・傷害補
償コース」「年金コース」の２コースがあります。
　詳しくは９月中旬に学校法人等に送付する募集パンフ
レットをご覧ください。
◆アイリスプラン専用フリーダイヤル
　 0120（844）022
　受付　月曜日から金曜日（祝日は除きます）
　時間　９：00～17：15

平成23年度特定健康診査にかかる
健診結果データの提出期限

　平成23年度の定期健康診断が終了している学校法人等
は、特定健康診査にかかる健診結果データを取りまとめ、
９月30日（金）までに提出してください。
　提出の際は、事務の効率化及び記載不備を防止するた
め、できるだけ私学事業団のフォーマットによりデータ
を作成していただくようにご協力ください。
　詳しくは、６月下旬に送付しました「40歳からの元気
をサポートする　特定健診・特定保健指導」８～13ペー
ジをご覧ください。

年金者向広報「共済だより第41号」等の送付

　年金者向広報「共済だより」を年金者あてに９月中旬
に送付します。学校法人等には事務担当者用として１部
を「レター」９月号に同封して送付しています。

　共済事業本部の代表電話がつながりにくい状態に
なっており、ご迷惑をおかけしております。特に、
月曜日や午前中は電話が大変混雑しておりますので、
ご了承ください。

共済業務

〒113 - 8441　文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号を
お手元にご用意ください。
http://www.shigakukyosai.jp/

共済業務

２日（金） 貸付  送金
６日（火） 貸付  ８月分定期償還期限
９日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（木） 貸付  10月３日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日（火） 貯金  送金

22日（木）
貸付  送金
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

26日（月） 貯金  後期加入申込開始

28日（水）
掛金  ８月口座振替（自振校のみ）
貸付  ９月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（金）
貸付  10月24日送金申込締め切り
掛金  ８月分納期限

３日（月） 貸付  送金
６日（木） 貸付  ９月分定期償還期限
７日（金） 貯金  払込期限（必着）
14日（金） 貸付  11月２日申込・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール９９

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール1010
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）



助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（平成23年9月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付しました「償還年次表」、及び後日
送付します「貸付金返済期日のご案内」を参照のうえ、払
込指定期日までに本事業団指定口座に入金してください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（本
事業団の口座に入金された日）までの期間について、遅
延損害金が発生しますので、ご注意ください。
　償還金の振り込みにあたっては、次の点に留意してく
ださい。
① 「貸付金返済期日のご案内」に同封する「払込依頼書」
を使用し、「電信扱い」にしてください。

② インターネットバンキング等を利用して振り込みを行
う場合は、「振込依頼書」に記載の法人番号と法人名
を通信欄にご記入のうえ、手続きを行ってください。
③ 償還金は、必ず「学校法人単位」で一括して振り込ん
でください（設置学校ごとに分割しての振り込みは、
ご遠慮ください）。
　特に９月は約定償還月にあたります。遺漏のないよう
お取り計らいください。

　東日本大震災により被災された地域の学校法人に
ついては、既往の貸付（校舎・園舎建築等資金）の
元金の償還及び利息の支払いを、当面６か月間猶予
いたします。また、平成23年３月期に６か月間の猶
予とした元金の償還及び利息の支払いにつきまして
も９月以降、更に６か月間、猶予期間を延長します。

 融資部　融資課
 ☎03（3230）7869～7871
 Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

「私学情報資料室」のご案内

　私学事業団九段事務所１階の「私学情報資料室」では
大学、短期大学法人等の規程集、自己点検・評価報告書、
学校案内など私立学校の図書資料を収集整理し、私学関
係者の閲覧利用に供しています。
　規程集については、調べたい規程を名称により検索す
ることも可能です。制度等の見直しや規程改正をお考え
の際には、ぜひご利用ください。

 私学経営情報センター　私学情報室
 ☎03（3230）7848・7849
 Ｅメール　center@shigaku.go.jp

私立大学等経常費補助金の申請等に
ついては電子窓口をご確認ください

　私立大学等経常費補助金の調査票及び事務連絡等を
「電子窓口」に掲載していますので、定期的にご確認く
ださい。
　また、提出の際にも事務手続きの簡略化のため「電子
窓口」をご利用ください（一部、紙媒体での提出の場合
があります）。

 助成部　補助金課
 ☎03（3230）7300～7311
 Ｅメール　hojokin@shigaku.go.jp

「学術研究振興基金」への寄付のお願い

　今月号で公募のご案内をしている「学術研究振興資金」
は、私学事業団が広く一般から受け入れる寄付金を基金
として運用し、この運用益を私立大学等の優れた学術研
究に対して交付するものです。
　「学術研究振興資金」の原資に当たる「学術研究振興
基金」は、昭和50年に設立され、企業・団体や個人の篤
志家等からの寄付金により、平成23年６月末現在で53億
8,309万円となっています。

　この基金に対する寄付金は、特定公益増進法人に
対する寄付の取り扱いとなり、寄付者は、所得税や
法人税法上の優遇措置を受けることができます。ま
た、相続・遺贈によって得た財産からの寄付につい
ても、全額が相続税の課税価格の計算の基礎から除
かれます。

　私学における学術研究の発展や、若手研究者の奨励に
も寄与のできるこの「学術研究振興基金」への皆様から
のご寄付をぜひお願い申し上げます。
※ 本基金への募金協力についての詳細は、本事業団ホーム
ページ「募金協力へのお願い」に掲載していますので、ご
参照ください（http://www.shigaku.go.jp/s_kikin1.htm）。

 助成部　寄付金課
 ☎03（3230）7316・7319
 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

〒102 - 8145　千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）
http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm

助成業務
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（禁無断転載） 

宿泊施設のご案内宿泊施設のご案内

融資事業のご案内融資事業のご案内

月今 の 表 紙

インターネットで宿泊予約ができます。
http://www.shigakukyosai.jp/

　福井県福井市の中心部に位置する学校法人金井学園は、福井工業大学大学院（博士課程、修士課程），福井工業大学、福井工
業大学附属福井高等学校、福井高等学校衛生看護専攻科、福井工業大学附属福井中学校を有する総合学園です。「建学の精神」
のもと、文武両道を基本とする多彩できめ細やかな教育を展開し、生徒たちは明るく生き生きと学校生活を送っています。

学校法人金井学園　福井工業大学附属福井高等学校

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jpご相談はお早目にどうぞ

平成23年度融資のご相談、お待ちしています！

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

私学事業団融資は、長期借入・固定金利・
元金措置（最大２年間）・元金均等償還です。

施設整備をご計画なら「安心で、安定感の
ある」本事業団資金のご利用を検討されて
はいかがでしょうか。
　23年度融資のご希望については、現在受
付中です。

鯉の街・広島でお待ちしています

〒732-0052　広島市東区光町1-15　☎082（262）1122
（ＪＲ・新幹線「広島」駅新幹線口下車徒歩５分）
http://www.hotelgp-hiroshima.com

宿泊プラン「瀬戸の幸」

宿泊プラン「安芸の幸」

◆ 夕食で、広島牡蠣、煮魚など瀬戸内の魅力を
ご堪能いただける宿泊プランです。

◆ 夕食で、紅葉豚、小鰯など広島の「裏名産」
をご賞味いただける宿泊プランです。

１泊２食（２名１室／１名様）
10,500円（休前日は500円割増）

１泊２食（２名１室／１名様）
9,000円（休前日は500円割増）

瀬戸の幸ご膳（イメージ）

安芸の幸ご膳（イメージ）

　毛利元就の孫・毛利輝元により築城（1589年）された広島城は、関ヶ原の戦い以後も、
中国地方の要衝として重要な役割を担い、「鯉城」（りじょう）とも呼ばれました。
　広島市内には「鯉城通り」など、「鯉城」に因む呼称が数多く見られ、プロ野球球団の愛
称「カープ」（鯉）も、「鯉城」に因んで名づけられたとされています。

HOTEL, BANQUET& RESTAURANT

■融資金利表（平成23年８月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　 校(園)舎、体育館、講堂、遊

戯室等の建築事業等並びに校
(園)地の買収事業等

年％ 年％ 年％

1.6 1.0 0.8
【特別施設費】
　　 寄宿舎、国際交流会館、セミ

ナーハウス等の建築事業並び
に当該施設建築のための土地
買収事業等

1.7 1.1 ―

【教育環境整備費】
　　校教具、通園バス等の購入
　　 ※幼稚園、特別支援学校、専

修学校が対象
― ―

5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.6
【教育環境整備費】
　　 大型設備・情報技術整備等 ― 1.0 ―
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。


